
ターゲット ３

未来へ挑戦！「発展とくしま・革新創造」の実装
ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩといった革新技術の社会実装を産業や暮らしのあらゆる

分野で加速させるとともに、新産業の創出や県内企業・県産品のグローバル展開を推進

し、未来を担う人材育成の取組みを深化させるなど、新たな価値創造によって未知なる

社会を創り出す「発展とくしま・革新創造」の実装に向け、５つの重点戦略を展開します。

５つの重点戦略（主な「主要指標」）

主要指標 現状値('17値) 目標値('22値)

◆重点戦略１ 全国を先導！第４次産業革命の実装

○とくしまIoTﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ活用事例数(累計) － ５０件

○情報通信関連企業の奨励指定による集積数 ３８事業所 ５４事業所

○「とくしま丸ごとAIｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ(仮称)」の開設 － ('20)開設

◆重点戦略２ 千載一遇！攻めのインバウンド誘客

○県内への外国人延べ宿泊者数(暦年) １０２，８１０人 １６８，０００人

○観光入込客数 １，９５１万人 ２，０７０万人

○ｸﾙｰｽﾞ来県者数(直近4年の累計) ２６，６３６人 ７０，０００人

◆重点戦略３ 世界へ雄飛！進化する徳島ブランドの展開

○LED応用製品開発支援件数(累計) １６８件 ２９０件

○農畜水産物産出額 １，２２４億円 １，３３０億円

○(中小企業分)徳島県の輸出額 ('16)１７５億円 ２４９億円

◆重点戦略４ 世界スタンダード！徳島未来教育の創造

○高校生の留学者数(7日以上) １７４人 ２４０人

○「全国学力・学習状況調査」における県平 全国平均正答率 全国平均正答率
均正答率(国語・算数<数学>) 以上 以上

○県立特別支援学校高等部卒業生のうち、 １００％ １００％
就職希望生徒の就職率

◆重点戦略５ ポスト東京オリパラ！経済好循環へ

○とくしま経済飛躍ﾌｧﾝﾄﾞにより支援した ６，７１７百万円 ９，１００百万円
製品の売上額(累計)

○成長分野関連企業等の奨励指定における ６９社 １１０社
立地数(累計)

○ﾃｸﾉｽｸｰﾙ訓練生の技能照査合格率 ７７．７％ ８１．０％

129



2019 2020 2021 2022

● データ基盤「とくしまIoTプラットフォーム」、産学官連携
組織「とくしまIoT等推進ネットワーク」を活用し、効率
的・効果的なデータの利活用や多様な主体が知恵を出し合い
新たなソリューションを創出する等により、IoT等実装の加
速化を図ります。＜政策＞

推進

　○とくしまIoT等推進ネットワーク会員数（累計）
　　　('17) －→('22) 100者 70者 80者 90者 100者

　○とくしまIoTプラットフォーム活用事例数（累計）
　　　('17) －→('22) 50件 20件 30件 40件 50件

● 地域の課題解決や産業の振興を図るため、第５世代移動通信
システム（５Ｇ）によるイノベーションの創出や社会実装に
向けた取組みを推進します。＜政策＞

推進

　○5G活用事例数（累計）
　　　('17) －→('22) ４件 1件 2件 3件 4件

● Society5.0を支える社会インフラとなる「マイナンバーカー
ド」の利便性を広く県民に周知するとともに、「自治体ポイ
ント」を県下全域に広め、利用可能店舗やサービスの拡充を
図ります。＜政策＞

推進

　○マイナンバーカード交付率（累計）
　　　('17) ８．８％→('22) ５０％ 20％ 40％ 45％ 50％

● 県民の利便性向上等を図るため、市町村や民間の公的団体等
とも連携しオープンデータポータルサイトの充実を図り、
データの利活用を促進します。＜政策＞

推進

　○オープンデータ数（累計）
　　　('17) 921件→('22) 1,600件 1,200件 1,400件 1,500件 1,600件

● 常に危機管理の視点をもった情報セキュリティを確立するた
め、外部からの不正なアクセスや情報漏えいのリスク対策を
行うなど、一層のセキュリティ対策に取り組みます。＜経営
＞

推進

ターゲット３　「発展とくしま・革新創造」の実装　

【重点戦略１】

全国を先導！第４次産業革命の実装

　主要事業実施工程表（3-1 全国を先導！第４次産業革命の実装）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○とくしまIoTプラットフォーム活用事例数（累計） ５０件

１ 第４次産業革命の実装加速

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-1 全国を先導！第４次産業革命の実装）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 本県ものづくり企業の競争力を高めるため、徳島県の強みを
活かし、産学官連携により、育児・介護分野を中心にロボッ
トテクノロジーの実用化を推進するとともに、高機能素材な
どを活用した付加価値の高い製品開発を推進します。＜商工
＞

推進

　○育児・介護現場でのＡＩロボットの技術開発
　　　('21) 技術開発

　○新素材活用の検討テーマ数
　　　('17) ３テーマ→('19) ～('22) 毎年２テーマ 2テーマ 2テーマ 2テーマ 2テーマ

　○高機能素材活用コンソーシアム参画企業の
　　新規雇用者数
　　　('17) ２人→('22) ９人

6人 7人 8人 9人

　○高機能素材活用製品の試作品数
　　　('17) 11個→('19) ～('22) 毎年10個

10個 10個 10個 10個

　○「とくしま高機能素材活用コンソーシアム」
　　の新規参画機関数
　　　('17) ７機関→('19) ～('22) 毎年5機関

5機関 5機関 5機関 5機関

● 新たな時代をリードする企業人の育成のため、第4次産業革
命にも対応する「強い組織」づくりの核となる人財育成を推
進します。＜商工＞

推進

　○企業人材育成研修の受講者数
　※平成長久館および長久館連携講座を合わせた受講者数
　　('17) 6,355人→('22) 6,800人 6,500人 6,600人 6,700人 6,800人

　○「第4次産業革命関連講座」の受講者数
　　　('17) 227人→('22) 350人 260人 290人 320人 350人

● 中小企業において常態化しつつある深刻な人手不足の解消や
第４次産業革命への対応に向け、生産性向上につながる設備
等の導入を支援するため、中小企業向け融資制度において
「生産性革命応援資金（仮称）」を創設し、資金調達の円滑
化を図ります。＜商工＞

推進

　○「生産性革命応援資金（仮称）」の創設
　　　('19) 創設

● 本県農林水産業の競争力を強化し、成長産業化の実現を図る
ため、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩなどの革新技術を活用し
た超省力・低コスト化技術や気候変動にも対応した品種の開
発を推進するとともに、新技術導入促進に向けた情報収集、
実演会をはじめ情報提供により、現場への速やかな普及を図
ります。＜農林＞

推進

　○若手農林漁業者への支援創設（スマート農林水産業）
　　　('19) 創設

　○農林水産物の新品種・新技術の開発・導入数（累計）
　　　('17) 12件→('22) 42件 24件 30件 36件 42件

　○スマート化技術導入経営体数（累計）
　　　('17) １０経営体→('22) ６０経営体

30
経営体

40
経営体

50
経営体

60
経営体

● 長時間作業など藍生産現場等における農業者の課題を克服
し、藍の生産拡大と藍製品開発の加速を図るため、藍の生産
性向上に資するロボットの技術開発を推進します。
＜商工＞

推進

　○省力化・生産力強化ロボットの開発
　　　('21) 市場投入
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　主要事業実施工程表（3-1 全国を先導！第４次産業革命の実装）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 建設現場の生産性向上のため，調査・測量から設計、施工、
検査、維持管理・更新までのあらゆる建設生産プロセスにお
いて、抜本的な生産性向上を目指す「i-Construction」の取
組みを推進します。＜県土＞

推進

　○ICT活用実施率
　　　('17) ４%→('22) ２０%

8% 12% 16% 20%

● 建設産業の担い手確保・育成に向け、建設産業の魅力発信を
行うとともに、若年者や女性雇用の取組みを拡充することに
より建設業への入職の促進を図ります。また、就業者の定着
を図るため、技術者等のためのセミナー等を開催します。
（再掲）＜県土＞

推進

　○「第４次産業革命研修（仮称）」の開設
　　　('20) 開設

● 効率的かつ効果的にインフラのメンテナンスや活用を行うた
め，ＩｏＴ・ＡＩ等の革新技術の積極的な実装を行います。
（再掲）＜県土＞

推進

　○ＩｏＴ・ＡＩ等の革新技術を導入した
　　インフラ分野数（累計）
　　　('17) －→ ('22) 全1２インフラ

4ｲﾝﾌﾗ 6ｲﾝﾌﾗ 9ｲﾝﾌﾗ 12ｲﾝﾌﾗ

● ビッグデータを活用したe-learning等のＩＣＴによる個に応
じた学習を推進し、学習活動の充実を図ります。
＜教育＞

推進

　○ビッグデータ実証事業における活用者数
　　　('17) １４０人→('22) ６００人 400人 460人 530人 600人

● 県内の小・中・高校生に対して理数分野への興味・関心を一
層高める先端技術をテーマにした体験型の講座などの機会を
提供します。
また、科学技術に関し、広く県民の関心と理解を深めること
により、本県の科学技術の振興を図るため、「とくしま科学
技術月間」期間を中心に科学技術関連行事を実施します。＜
政策＞

推進

　○徳島県内「科学技術」関連イベント数
　　　('17) ２７０回→('19) ～('22) 毎年３５０回 350回 350回 350回 350回

● 全国屈指の光ブロードバンド環境をはじめとする、本県の強
みを最大限に活かし、地域経済の活性化を図るため、コール
センターやAI、ビックデータ等の情報通信関連企業の誘致を
推進します。＜商工＞

推進

　○情報通信関連企業（コールセンター、
　　AI、ビックデータ 等）の奨励指定による集積数
　　　('17) 38事業所→('22) 54事業所 45

事業所
48
事業所

51
事業所

54
事業所

● クリエイティブ企業やクリエイターの更なる集積を図るた
め、産学官が連携した人材育成に取り組むとともに、クリエ
イティブ企業の誘致や創業等、県内企業のデジタルコンテン
ツ分野への進出支援を積極的に推進します。
＜商工＞

推進

　○クリエイティブ関連企業数
　　　('17) 241社（者）→('22)315社（者）（累計） 270社 285社 300社 315社

　○ＬＥＤデジタルアート常設展示への支援制度の創設
　　　('19) 創設

○情報通信関連企業（コールセンター、AI、ビックデータ 等）の

奨励指定による集積数 ５４事業所

２ クリエイティブ関連企業の集積促進

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-1 全国を先導！第４次産業革命の実装）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● ４ＫやVR（ヴァーチャルリアリティ）等の優れた映像クリ
エイターや関連事業者を徳島へ集積させるため、「映像先進
地徳島」の国内外への発信に取り組みます。＜商工＞

推進

　○４Ｋ・VR関連企業（者）数
　　　('17) １４社（者）→('22) ２４社（者） 18社 20社 22社 24社

　○「徳島４Ｋ文化賞（仮称）」の創設
　　　('19) 創設

　○４Ｋ・ＶＲ映画祭の開催
　　　('18) 拡大→('19) ～継続

● ＡＩ、ビッグデータ等革新技術の活用が増える中、ＩＴ技術
者の需要増加による県内企業の人材不足を解消するため、海
外からの人材を確保する支援を行います。＜商工＞

推進

　○県内企業における外国人ICT技術者の受入れ
　　　('20) 受入れ

● 実践的なＩＣＴ人材の育成や地場ＩＣＴ産業の持続的な発
展、徳島を拠点としたワーキングスタイルの確立につなげる
ため、県内最大のデジタルコンテンツ表彰を行う「ＩＣＴ
（愛して）とくしま大賞」や徳島の強みを活かした効果的な
ＩＣＴイベントを実施します。＜政策＞

推進

　○ＩＣＴとくしま大賞応募作品の利活用件数（累計）
　　　('17) 45件－→('22) 135件 75件 95件 115件 135件

● 多くの県民に県政を身近に感じ、親しみを持ってもらうとと
もに、県民からの意見・提言等を積極的に県政に反映させる
ため、県庁ふれあいセンター「すだちくんテラス」の活用
や、AIを活用した多言語対応の全庁的なＦＡＱシステムの開
設により、県政情報の効果的な発信などに取り組みます。
（再掲）＜監察＞

推進

　○県庁舎見学参加者数
　　　('17) ６１７名→('19) ～('22) 年間６８０名以上 680名 680名 680名 680名

　○県庁ふれあいセンター「すだちくんテラス」
　　展示等件数
　　　('17) ４０件→('19) ～('22) 年間５０件以上

50件 50件 50件 50件

　○「とくしま丸ごとＡＩコンシェルジュ（仮称）」の
　　開設
　　　('20) 開設

● 申請・届出等の行政手続きの簡素化やオンライン対応、Ａ
Ｉ・ＲＰＡ等の革新技術の活用を進めることにより、業務の
効率化とともに、県民の利便性の向上を図ります。
また、公文書の電子決裁化を進めることで、文書管理の適正
化と行政運営の効率化を目指します。＜経営・出納＞

推進

　○電子申請利用件数
　　　('17) 9,317件→('22) 14,000件 11,000

件
12,000
件

13,000
件

14,000
件

　○電子決裁システムの利用促進
　　利用率　('17) 84％→('22) 100％ 87% 90% 95% 100%

　○定型業務にRPAを適用
          ('19) ＲＰＡ本格実装・('20) RPA適用業務の拡充

○「とくしま丸ごとＡＩコンシェルジュ（仮称）」の開設 開設

３ 進化する「スマート県庁」の展開

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-1 全国を先導！第４次産業革命の実装）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 職員の業務引継ぎ時における業務執行体制の早期確立のため
「AI活用・全庁FAQシステム」を構築し、よりシームレス
な県民サービスを実現します。＜経営＞

構築 推進

　○AI活用・全庁FAQシステム
　　　('19) 構築
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● 東アジアを重点地域として、チャーター便や定期便の誘致
による観光誘客に取り組むとともに、国際スポーツ大会等
の開催に合わせて、各ＤＭＯと連携した周遊観光や徳島の
魅力を生かしたニューツーリズムを推進することにより、
外国人観光客の誘客を促進します。
また、本県を代表する伝統文化「阿波おどり」の海外公演
や指導者派遣を行うことにより、徳島の認知度向上並びに
「徳島ファン」の拡大を図り、本県の観光誘客に繋げま
す。＜商工＞

推進

　○県内への外国人延べ宿泊者数（暦年）
　　　('17) １０２，８１０人→('22) １６８，０００人 117,000

人
134,000
人

151,000
人

168,000
人

　○各国大使館等と連携した「阿波おどり」の
　　海外公演及び指導者派遣回数（累計）（再掲）
　　　('17) ４回→('22) ３０回

15回 20回 25回 30回

● 観光消費額の増加による地域経済の活性化と、住民の愛着
や誇りを醸成する豊かな地域社会の実現を図るため、「鳴
門の渦潮」、「阿波の土柱」などの雄大な自然や、「阿波
おどり」、「お遍路」をはじめとする歴史・文化など、県
東部の魅力的な地域資源を観光地経営の視点に立って活用
し、国内外からの観光誘客を推進します。＜商工＞

推進

　○一般社団法人イーストとくしま観光推進機構の
      日本版ＤＭＯ法人への登録
　　　('19) 登録

　○来訪者の満足度(7段階評価中最高評価の割合）
　　　('17) ー→('22) 2９% 26% 27% 28% 29%

● 持続可能な観光地域づくりを実現するため、舵取り役であ
るDMO（一般社団法人四国の右下観光局）を核とし、地域
の多様な関係者を巻き込み、国際スポーツ大会のキャンプ
地誘致や競技の開催を通じて訪日外国人観光客の受入態勢
を充実強化し、県南の地域資源を活用した観光誘客を促進
します。＜南部＞

推進

　○一般社団法人四国の右下観光局の
      日本版ＤＭＯ法人への登録
　　　('19) 登録

　○圏域内での外国人の年間延べ宿泊者数
　　　('17) 2,386人→('22) 11,000人 4,000人 6,000人 9,000人 11,000人

　○来訪者の満足度(7段階評価中最高評価の割合）
　　　('17) ー→('19) ～('22) 25%以上 25% 25% 25% 25%

ターゲット３　「発展とくしま・革新創造」の実装　

【重点戦略２】

千載一遇！攻めのインバウンド誘客

　主要事業実施工程表（3-2 千載一遇！攻めのインバウンド誘客）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○県内への外国人延べ宿泊者数（暦年） １６８，０００人

１ 「おもてなしの国とくしま」観光誘客の推進

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-2 千載一遇！攻めのインバウンド誘客）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 県西部圏域（にし阿波）への欧米豪など外国人観光客の誘
致を促進するため、世界水準ＤＭＯの育成や圏域内での周
遊ルートづくり等に取り組むとともに、ＡＩやデジタル
マーケティングを活用した戦略的な情報発信を推進しま
す。＜西部＞

推進

　○「にし阿波」における外国人延べ宿泊者数（再掲）
　　　('17) ２８，８２４人→('22) ３５，０００人 30,000人 31,500人 33,000人 35,000人

　○来訪者の満足度(7段階評価中最高評価の割合）
      　('17) ２０％→('22) ２５％ 22% 24% 25% 25%

● 外国人向けの観光案内所の運営による情報提供や通訳人材
の育成強化を図るとともに、電子決済システムの導入によ
るキャッシュレス環境の充実、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備、免
税店の導入促進、多言語表記の推進など、外国人観光客の
受入環境の充実を図ります。＜政策・商工＞

推進

　○県が整備・補助した
　　無料公衆無線ＬＡＮアクセスポイント数
　　　('17) ６７０アクセスポイント
　　　　→('22) １，０００アクセスポイント

925
ｱｸｾｽ
ﾎﾟｲﾝﾄ

950
ｱｸｾｽ
ﾎﾟｲﾝﾄ

975
ｱｸｾｽ
ﾎﾟｲﾝﾄ

1,000
ｱｸｾｽ
ﾎﾟｲﾝﾄ

　○善意通訳組織「徳島ＧＧクラブ」会員数
　　　('17) １０２人　→　('22) １５０人 120人 130人 140人 150人

● 外国人誘客をはじめとした新たな観光需要の掘り起こしと
地域活性化を図るため、宿泊施設と県内イベントとが連携
した「コンセプト泊」を推進します。＜政策・商工＞

推進

● 観光地の魅力を向上させるため、主要幹線道路の整備によ
るアクセス向上に加え、国内外からの観光客が安心して楽
しく訪問できる案内標識の整備等、観光地の魅力を向上さ
せる新たな施策を推進します。＜県土＞

推進

　○外国人にもわかりやすい
　　観光・地点案内表示の県内の設置数（累計）
　　　('17) ８２基→('22) １６０基 115基 130基 145基 160基

　○「にし阿波～剣山・吉野川観光圏」をはじめとする
　　県内各観光地へのアクセスルート整備箇所数（累計）
　　　('17) 2箇所→('22) ２０箇所 8箇所 13箇所 17箇所 20箇所

　○既存の「道の駅」における子育て応援箇所数（累計）
　　　('17) －→('22) １０箇所 2箇所 5箇所 7箇所 10箇所

● 県西部圏域（にし阿波）において来訪者の滞在期間の延長
や滞在施設の拡充を図るため、主要な観光地とアクティビ
ティや世界農業遺産体験などを組み合わせた体験・滞在プ
ログラムを開発することにより、「にし阿波」への誘客を
推進します。＜西部＞

推進

　○ＤＭＯが造成した体験・滞在プログラムの参加者数
　　　('17) ７０３人→('22) １，０００人 820人 880人 940人 1,000人

　○ホテル・旅館以外での体験型観光延べ受入泊数
　　　('17) ５，０２４泊→('22) ６，０００泊 5,250泊 5,500泊 5,750泊 6,000泊
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　主要事業実施工程表（3-2 千載一遇！攻めのインバウンド誘客）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 旅行形態の主流となっている「個人旅行者の誘客促進」、
「東京オリンピック・パラリンピック」等を見据えた「訪
日外国人の誘客促進」、多くの宿泊者が見込まれる「コン
ベンションの誘致促進」など、官民一体となった戦略的な
取組みを推進し、観光誘客、宿泊者数の増加を図ります。
＜商工＞

推進

　○観光入込客数
　　　('17) １，９５１万人→('22) ２，０７０万人 1,995

万人
2,020
万人

2,045
万人

2,070
万人

　○年間の延べ宿泊者数
　　　('17) ２３０万人→('22) ３００万人 255

万人
270
万人

285
万人

300
万人

　○観光消費額
　　　('17) ８８９億円→('22) １，２００億円

1,155
億円

1,170
億円

1,185
億円

1,200
億円

● 「徳島観光アプリ」の充実強化や地元ならではの観光、体
験、食などを組み合わせた着地型旅行商品の造成を推進す
るとともに、ＩｏＴ導入による「おもてなしタクシー」の
利便性向上など二次交通の充実を図ることにより、県内に
おける観光客の周遊と宿泊、リピーター来県を促進しま
す。＜商工＞

推進

　○「徳島観光アプリ」のダウンロード数（累計）
　　　('17) －→('22) ６万件 1.5万件 3万件 4.5万件 6万件

　○「おもてなしタクシー」の指定数（累計）
　　　('17) ７１台－→('22) １８０台 １２０台 １４０台 １６０台 １８０台

● 本県の持つ豊かな自然や食材、伝承された知恵や技術、個
性ある郷土芸能など、本県ならではの地域資源を活用した
体験メニューを磨きあげ、教育旅行の受入促進や 特色ある
地域の文化を活かしたイベントの開催などによる誘客促進
を図ります。＜商工＞

推進

　○体験型教育旅行における
　　延べ受入泊数（協議会受入）
　　　('17) ４，９６７泊→('22) ６，０００泊 5,250泊 5,500泊 5,750泊 6,000泊

　○「国際“怪フォーラム”(仮称）」の開催
　　　('20) 開催

● 四国４県が連携して四国のグリーン・ツーリズムを推進す
るとともに、インターネットを活用したＰＲを展開し、徳
島の農山漁村への入り込み客数の増加を図り、活気あるむ
らづくりを進めます。＜農林＞

推進

　○とくしま農林漁家民宿数
　　　('17) 49軒→('22) 75軒 60軒 65軒 70軒 75軒

　○とくしま農林漁家民宿の宿泊者数
　　　('17) 3,713人→('22) 6,000人 4,800人 5,200人 5,600人 6,000人

● 国内外に向けて本県の物産・観光の情報発信を推進するた
め、県の「大阪・名古屋物産センター」や、「コンビニ型
アンテナショップ」のさらなる展開を促進するとともに、
県外の民間店舗を「阿波とくしまアンテナショップ」とし
て認定し、活用することで効果的な情報発信に努め、県産
品の販路拡大・販売促進を図ります。＜商工＞

推進

　○コンビニ型アンテナショップの新規取扱商品数
　　　('17) 510件→('22) 850件 650件 720件 790件 850件

○観光入込客数 ２，０７０万人

２ 「輝け！とくしま」観光コンテンツの充実

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-2 千載一遇！攻めのインバウンド誘客）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 映像を通じて徳島の魅力を発信するため、三好長慶の大河
ドラマ化にチャレンジするなど、徳島を舞台にした映画や
ドラマ等のロケを誘致・支援します。＜商工＞

推進

　○ロケ支援件数
　　　('17) ５９件→('22) ８５件 70件 75件 80件 85件

● 「関西の台所」を担う「食の宝島」、「体験型観光の先進
地」としての徳島ならではの魅力を「観光とくしまブラン
ド」として確立させ、観光誘客を促進するため、徳島県観
光情報サイト「阿波ナビ」の「ＡＩを活用したＦＡＱ」の
充実を図り、観光客のニーズに即した観光情報の提供や旅
行計画のサポートを行います。
また、ＳＮＳとの連携強化、ＡＰＩ連携（外部サイトの二
次利用機能）による飲食・宿泊・体験・二次交通の自動情
報取得等を通じて、観光情報発信の強化を図ります。
＜商工＞

推進

　○観光情報サイト総アクセス件数
　　　('17) ５２３万件→('22) ６００万件 540万件 560万件 580万件 600万件

● 吉野川を今後さらに輝かせ、全国へ誇れる「徳島ならで
は」の魅力あるブランドとするため、「恵みの宝庫“吉野
川”創造プロジェクト」により、吉野川における新たな観
光資源の創出や吉野川の歴史・文化・環境に関する講座の
開催などに取り組みます。＜県土＞

推進

　○講座の受講者数
　　　('17) １４０人→('19) ～('22) 年間１５０人以上 150人 150人 150人 150人

● 本県の優れた自然景観等を有する自然公園などについて、
自然景観等の保護や利用の増進を図るため、関係機関と連
携し、施設の効率的・効果的な整備を行います。＜県民＞

推進

　○登山道と四国のみちの再整備ルート数
　　　('17) １４ルート→('22) １７ルート 15ﾙｰﾄ 15ﾙｰﾄ 16ﾙｰﾄ 17ﾙｰﾄ

　○自然公園トイレの洋式化実施率
　　　('17) 29％→('22) ７５％ 31% 41% 56% 75%

● 国内外からの観光誘客を図り、地域の活性化に繋げるた
め、県内に架かる橋をＰＲする「橋の博物館とくしま」の
ホームページや橋梁史の英語版を作成し、橋の魅力を広く
発信します。＜県土＞

推進

● 夏の阿波おどりはもとより、春、秋の「阿波おどり」の更
なる充実や、冬の「阿波おどり」の定着、有名連の練習風
景の観光資源化など、阿波おどりの通年活用に取り組むと
ともに、本場徳島をＰＲする「世界阿波おどりサミット
（仮称）」を開催し、世界に発信することにより、「徳島
ファン」の拡大を図り、国内外から本県を訪れる観光客の
周遊と宿泊を促進します。（再掲）＜商工＞

推進

　○「世界阿波おどりサミット（仮称）」の開催
　　　('19) 開催

● 国内外から注目を集める「マチ★アソビ」を核としたアニ
メイベントを開催することにより、徳島ならではの魅力を
活かしたにぎわいの創出や新たな地域文化の創造と発信を
図ります。（再掲）＜商工＞

開催

○「世界阿波おどりサミット（仮称）」の開催 開催

３ 四季を通じたにぎわいの創出

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-2 千載一遇！攻めのインバウンド誘客）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 「アニメの聖地徳島」として、世界にアニメ文化を発信
し、地域の活性化、観光誘客の促進を図るため、国内外の
アニメファンが集う「マチ★アソビ」と、徳島の特色を活
かした「ＬＥＤデジタルアート」との融合による「ナイト
タイムイベント」の開催により、新次元の「驚きと感動体
験」を実現します。＜商工＞

開催

　○LEDデジタルアートとの融合によるナイトタイム
　　イベントの開催
　　　('20) 開催

● 県内のスポーツ振興や、県民の健康増進を図るため、参加
者の満足度の向上に努め、「おもてなしの心」あふれる
「とくしまマラソン」を開催します。＜商工＞

開催

　○ランナー満足度
　　　('17) 76.8点→('22) 85.0点 80.5点 82.0点 83.5点 85.0点

● 「ナイトタイムエコノミー」の活性化を図るため、「ナイ
トイベント」を誘致し、宿泊者数及び夜間の観光消費額の
増加を図ります。
また、ナイトイベントの開催場所として県有施設の活用を
図ります。＜商工＞

促進

● 「渦の道」、「あすたむらんど徳島」、「美馬野外交流の
郷」などの交流拠点の魅力を高めるとともに、交流拠点を
活用したイベントの充実を図り、また、来場者へのアン
ケートを実施し、意見を踏まえた取組みやサービスを提供
することで満足度の向上を図ります。＜商工＞

推進

　○「渦の道」、「あすたむらんど徳島」及び
　　「美馬野外交流の郷」の満足度数
　　　('17) 70％→('22) 80％ 74％ 76％ 78％ 80％

● 本県への交流人口の増加を図るため、「とくしまコンベン
ション誘致推進協議会」を核として積極的な誘致活動を展
開することにより、コンベンション参加者の増加を促進し
ます。〈商工〉

推進

　○コンベンション（中四国規模以上）の参加者数
　　　('17) １０７，７６４人→('22) １４０，０００人 11万人 12万人 13万人 14万人

● 世界初となるＤＭＶの本格営業運行を契機として、インバ
ウンドをはじめとする県南部の観光誘客を図るため、（一
社）四国の右下観光局や阿佐海岸鉄道(株)など関係機関と
連携し、観光周遊ルートづくりをはじめとするＤＭＶを活
用した魅力ある観光コンテンツを開発します。＜南部＞

開発 推進

　○ＤＭＶを活用した観光コンテンツの開発
　　　('20) 開発

● 「防災・健康」のリバーシブルな役割を担う西部健康防災
公園を「にぎわい交流の拠点」とするため、広大なフィー
ルドを活用した各種大会やスポーツ合宿等の誘致を行い、
にぎわい創出を図ります。＜西部＞

推進

　○「西部健康防災公園」を活用したスポーツや
　　レクリエーションでの利用者数（再掲）
　　　('17) 91,772人→('19) ～('22) 年間10万人以上 10万人 10万人 10万人 10万人

139



2019 2020 2021 2022

　主要事業実施工程表（3-2 千載一遇！攻めのインバウンド誘客）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 観光消費の拡大や地域振興に大きな効果が見込まれるク
ルーズ客船の寄港を継続・拡大させるため、広域連携等に
よる積極的な誘致活動や受入態勢の充実強化に取り組み、
クルーズ来県者数の拡大を図ります。＜県土＞

推進

　○「クルーズ来県者数」（直近4年の累計）
　　   ('17) ２６，６３６人 → ('22) ７０，０００人 17,000人 35,000人 52,000人 70,000人

● 2025年大阪・関西万博開催を視野に、国内外との交流拡
大による本県経済の活性化を図るため、エアポートセール
スを推進し、国内外との航空ネットワークの維持・充実を
図ります。＜県土＞

推進

　○国内線
　　　('17) 東京線１日１１往復、福岡線１日２往復
　　　→('22) 維持・充実

　○国際線の誘致
　　　('17) チャーター便就航→('19) ～('22) 推進
　　（※('18) 季節定期便就航）

● 本県の「地域経済の発展」や「国際貿易の充実・強化」に
つなげていくため、物流拠点である「徳島小松島港コンテ
ナターミナル」の機能を最大限に活かし、集荷拡大に向け
た利便性の高い港づくりに取り組みます。＜県土＞

推進

　○コンテナ貨物取扱量
　　　('17) 11,803TEU（実績量）
　　　→('22) 2017年度比12％増

3% 6% 9% 12%

● 徳島小松島港沖洲（外）地区複合一貫輸送ターミナルの利
用促進のため、「港内の静穏」と「船舶航行の安全」の向
上を図る、防波堤延伸整備の促進及び、アクセスを向上さ
せる臨港道路整備を推進します。＜県土＞

推進

　○防波堤の延伸整備
　　　('17) 工事促進中→('19) 完成

　○徳島東ＩＣと複合一貫輸送ターミナルとを直結し、
　　経済活性化と防災の両面に資する臨港道路の整備
　　　('17) 整備中→('21) 部分供用・('22) 完成

○「クルーズ来県者数」（直近４年の累計） ７０，０００人

４ ゲートウェイとくしまの加速

主要指標
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● ＬＥＤバレイ徳島の世界展開を進めるため、ＬＥＤ関連企
業の開発・生産、ブランド化、販路開拓などを支援するこ
とにより、次世代ＬＥＤ産業クラスターの形成を推進しま
す。＜商工・警察＞

推進

　○ＬＥＤ応用製品開発支援件数（累計）
　　　('17) 168件→('22) 290件 200件 230件 260件 290件

　○国際規格（ISO17025）適合の
　　成績証明書を付与した製品数（累計）
　　　('17) ６製品→('22) ３５製品 20製品 25製品 30製品 35製品

　○ＬＥＤ応用製品の海外市場開拓数（累計）
　　　('17) 10か国→('22) １８か国 12か国 14か国 16か国 18か国

　○車両用ＬＥＤ式信号灯器の割合（再掲）
　　　('17) ７７．０％→('22) ８７％ 81.0% 83.0% 85.0% 87.0%

● 地方大学・地域産業創生事業により、次世代ＬＥＤ等を活
用した新製品を開発し、県内の光関連産業の活性化を図る
ことで雇用創出を推進します（再掲）
＜政策・商工＞

推進

　○光関連産業の雇用創出数（累計）
　　　('17) １１，２００人→('22) １３，５００人 12,000

人
12,500人 13,000人 13,500人

　○専門人材育成プログラムへの地元進学者数（累計）
　　　('17) ２０人→('22) ４８人 27人 34人 40人 48人

● 省エネルギー対策を推進するため、県管理道路における道
路照明灯等のＬＥＤ化を推進します。＜県土＞ 推進

　○あわ産ＬＥＤ道路照明灯（橋梁照明、トンネル照明を
       除く）の設置割合（累計）
　　　('17) １２％→('22) ３２％

19% 23% 27% 32%

● 食料の安定的な供給の確保、農林水産業及び農山漁村の振
興、さらには次代への継承を図るため、人材育成、生産振
興、販売力強化、基盤整備及び農山漁村の活性化に取り組
み、「もうかる農林水産業」の実現を目指します。
＜農林＞

推進

　○農畜水産物産出額
　　　('17) １，２２４億円→('22) １，３３０億円 1,315

億円
1,320
億円

1,325
億円

1,330
億円

ターゲット３　「発展とくしま・革新創造」の実装　

【重点戦略３】

世界へ雄飛！進化する徳島ブランドの展開

　主要事業実施工程表（3-3 世界へ雄飛！進化する徳島ブランドの展開）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○ＬＥＤ応用製品開発支援件数（累計） ２９０件

１ 光関連産業の新展開

主要指標

○農畜水産物産出額 １，３３０億円

２ 「もうかる農林水産業」の実現

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-3 世界へ雄飛！進化する徳島ブランドの展開）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 主食用米を中心とする水稲経営の安定化及び生産者の経営
判断に基づく需要に応じた米づくりを実現するため、多収
品種の導入による低コスト化、「あきさかり」をはじめ高
温耐性品種の普及による高品質化、輸出用米や飼料用米な
ど新規需要米の導入を推進します。＜農林＞

推進

　○水稲の多収品種の作付面積
　　　('17) 780ｈａ→('22) 2,380ｈａ 1,480ｈａ 1,780ｈａ 2,080ha 2,380ha

　○高温耐性品種の作付面積
　　　('17) 474ｈａ→('22) 2,100ｈａ 1,200ha 1,500ha 1,800ha 2,100ha

　○県産米輸出数量
　　　('17) 79トン→('22) 92トン 83トン 86トン 89トン 92トン

● 農林水産業の成長産業化を推進するため、アグリ、フォレ
スト、マリンの各サイエンスゾーンを核として、産学官連
携によるオープンイノベーションを加速し、収益性の高い
新たな技術開発や実践力の高い人材育成等により「もうか
る農林水産業」を実現します。＜農林＞

推進

　○新たなイノベーション創出による農林水産物の産出額
　　　('17) 71億円→('22) １０３億円 93億円 97億円 100億円 103億円

● 「農地中間管理機構」を活用した「徳島版・農地集積モデ
ル」を構築するとともに、農業委員会に設置された「農地
利用最適化推進委員」との連携強化や農業者の手続きを支
援する機構の「現地推進員」の増員支援などを行い、担い
手への農地の集積を推進します。＜農林＞

推進

　○「農地中間管理機構」を活用した
　　農地集積面積（累計）
　　　('17) ３５７ha→('22) ９００ha 570ha 680ha 790ha 900ha

● 規模拡大や多角化により農業経営の改善・発展を図るた
め、農業法人の育成を推進します。また、多様な人材によ
り労働力不足を補うため、農福連携、外国人の活用等を推
進します。＜農林＞

推進

　○「農福連携」マッチング数
　　　('17) ２件→('19) ～('22) 年間３件 3件 3件 3件 3件

　○外国人活用セミナー開催数
　　　('17) －→('19) ～('22) 年間３回 3回 3回 3回 3回

　○農業法人数（累計）
　　　('17) ２９１経営体→('22) ３１５経営体 300

経営体
305
経営体

310
経営体

315
経営体

● 県西部圏域（にし阿波）が、日本の農業の原点である「世
界農業遺産」や「食と農の景勝地」に認定されたことを契
機に、持続力のある地域経済を実現するため、伝統食材を
活用した「もうかる農業」への取組みや農泊の活性化を推
進します。（再掲）＜西部＞

推進

　○「世界農業遺産ブランド」認定商品数（累計）
　　　('17)  －→('22) 5０商品

20商品 30商品 40商品 50商品

　○とくしま農林漁家民宿の宿泊者数（西部圏域）
　　　('17) 2,262人→('22) 2,800人

2,500
人

2,600人 2,700人 2,800人

　○「世界農業遺産」戦略品目であるそば販売作付面積
　　（累計）
　　　('17) 28.7ha→('22) 33ha

30ha 31ha 32ha 33ha

　○「世界農業遺産」戦略品目であるごうしゅいもを
　　栽培する農林漁家民宿等の数（累計）
　　　('17) 2５戸→('22) ５０戸

３５戸 40戸 45戸 50戸
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　主要事業実施工程表（3-3 世界へ雄飛！進化する徳島ブランドの展開）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 年々充実を続ける森林資源の積極的な活用を図る「林業プ
ロジェクト」において、主伐に対応する「新林業生産シス
テム」の更なる導入を進め、主伐から再造林、保育までの
「森林サイクル」の確立による県産材の更なる増産を推進
します。＜農林＞

推進

　○県産材の生産量
　　　('17) 37.5万㎥→('22) 56.3万㎥ 45.0

万m3

48.0

万m3

51.0

万m3

56.3

万m3

● 瀬戸内海から太平洋に至る個性豊かな本県の海域特性を踏
まえた漁業振興策を推進するとともに、大学等との連携に
より、水産物の新養殖品種の導入、ブランド力の更なる向
上など、本県水産業の成長産業化に取り組みます。
＜農林＞

推進

　○大学や民間企業と連携した新養殖品種の導入
　　　('17) －→('21) 創出・('22) 導入

● 生産コストの低減や高品質化・ブランド化など、海外市場
も視野に足腰の強い経営体への転換に取り組む畜産農家を
支援します。＜農林＞

推進

　○グローバル化に対応した経営転換モデル数（累計）
　　　('17) ６モデル→('22) １６モデル 10ﾓﾃﾞﾙ 12ﾓﾃﾞﾙ 14ﾓﾃﾞﾙ 16ﾓﾃﾞﾙ

● 農林水産業における省エネ・低コスト化を図り、石油に依
存しない産地づくりを促進します。＜農林＞ 推進

　○省エネ・低コスト化施設の導入件数（累計）
　　　('17) ２２件→('22) ２7件 24件 25件 26件 27件

● 地域の農林水産業の振興に大きな役割を担う農業協同組
合・森林組合・漁業協同組合の合併等を推進し、機能強化
を図ります。＜農林＞

推進

● 県産農産品のブランディングを図るため、食の宝庫徳島の
地域資源を活用した６次産業化を推進します。
＜商工・農林＞

推進

　○農工商連携等による
　　６次産業化商品開発事業数（累計）
　　　('17) ２７３件→('22) ５５０件

370件 430件 490件 550件

　○戦略的な販路開拓のための
　　展示会・商談会への出展数（累計）
　　　('17) ２４１出展→('22) ５４０出展

360出展 420出展 480出展 540出展

　○六次産業化法による
　　「総合化事業計画」の認定数（累計）
　　　('17) ３６件→('22) ４７件

40件 42件 44件 47件

　○六次産業化法に基づく「総合化事業計画」
　　策定事業者の売上額
　　　('17) ８．６億円→('22) １０．６億円 9.4億円 9.8億円 10.2億円 10.6億円

　○六次産業化研究施設の利用者数
　　　('17) －→('19) ～('22) 年間300人 300人 300人 300人 300人

● 南部圏域ならではの魚類、海藻類やキュウリ等の農水産物
を活用した６次産業化を推進するため、６次産業化に取り
組む女性や関係事業者等とのネットワークを構築すること
で、魅力ある商品の開発・販路拡大の支援を行います。
＜南部＞

推進

　○新商品開発数（累計）
　　　('17) －→('22) １０商品 4商品 6商品 8商品 10商品

143



2019 2020 2021 2022

　主要事業実施工程表（3-3 世界へ雄飛！進化する徳島ブランドの展開）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 「とくしまブランド推進機構」と連携し、生産、流通、販
売の総合的な支援とターゲット市場毎の戦略的なアプロー
チにより、県産農産物の生産拡大とブランド化の推進を図
り、もうかる農業の実践に繋げます。＜農林＞

推進

　○とくしまブランド推進機構の関与した販売金額
　　　('17) １０億円　→('22) ４０億円

25億円 30億円 35億円 40億円

　○とくしまブランド推進機構の関与した産地と実需者
　　とのマッチング件数
　　   ('17) １６件　→('22) ９０件（累計）

45件 60件 75件 90件

● 首都圏における情報発信と交流の拠点「Turn Table」にお
いて、メディア、飲食、食品企業関係者などへ「阿波ふう
ど」の魅力や価値を発信し、県産品の認知度向上、販路拡
大を図るとともに、観光や文化など本県の魅力を発信し、
徳島県そのもののブランディングを推進します。＜農林＞

推進

　○「Turn Table」での販売総売上額
　　　('17) ０．１億円→('22) ２．５億円 2.0億円 2.3億円 2.4億円 2.5億円

　○「Turn Table」の利用者数
　　　('17) ０．６万人→('22) ３．５万人 2.8万人 3.0万人 3.2万人 3.5万人

● 「阿波ふうど」の認知度向上及び県産食材の興味・関心を
持つ人の増加を図るため、徳島の食を応援する「阿波ふう
どスペシャリスト」の登録を推進します。
また、「阿波ふうど」の魅力や価値を発信し、食を目当て
に、国内外から多くの観光客が本県を訪れる「阿波ふうど
ツーリズム」を形成するとともに「美食の街・徳島」づく
りを推進します。（再掲）＜農林＞

推進

　○阿波ふうどメニューフェア飲食者数
　　　('17) －→('22) ５千人 2千人 3千人 4千人 5千人

　○阿波ふうどスペシャリスト登録数
　　　('17) １７５件→('22) ５００件 250件 350件 450件 500件

　○「阿波ふうど」に関する＃(ハッシュタグ)投稿件数
　　　('17) ２１４件→('22) １，０００件 300件 450件 700件 1,000件

● 畜産物について、TPP11や日EU･EPA発効によるグロー
バル化に対応するため、ＧＡＰ・ＨＡＣＣＰの認証取得支
援による輸出促進などの「攻め」，経営安定対策などの
「守り」に関する取組みを展開し，阿波尾鶏をはじめとし
た本県畜産ブランドの生産促進，競争力強化を推進しま
す。＜農林＞

推進

　○「阿波尾鶏」出荷羽数（地鶏肉）全国順位
　　　('17) 全国１位（２０年連続）
　　　→('22) 全国１位（２５年連続）

1位 1位 1位 1位

　○牛・豚経営安定対策加入率
　　　('17) 84%→('22) 89％ 87% 87% 88% 89%

　○畜産物の海外輸出量
　　　('17) ５４ｔ→('22) １２０ｔ 90t 108t 115t 120t

　○県有和牛雄牛を用いた人工授精頭数（累計）
　　　('17) －→('22) 330頭 30頭 130頭 230頭 330頭

○とくしまブランド推進機構の関与した販売金額 ４０億円

３ 農林水産物のブランド戦略の展開

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-3 世界へ雄飛！進化する徳島ブランドの展開）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 水産業の成長産業化を図るため、漁協等が行う共同利用施
設の整備を支援するなど、水産物の生産・流通機能を強化
する取組みを推進します。＜農林＞

推進

　○「徳島の活鱧ＰＲキャンペーン」参加店舗数（累計）
　　　('17) ５５店舗→('22) ４００店舗 190店舗 260店舗 330店舗 400店舗

　○県産水産物を使用する料理教室への参加者数（累計）
　　　('17) ２３４人→('22) １，２００人 600人 800人 1,000人 1,200人

　○水産物の生産・流通機能を強化する施設等の整備
　　（累計）
　　　('17) １１施設→('22) １６施設

13施設 14施設 15施設 16施設

● 園芸産地として日本のトップブランドの地位を確立するた
め、農作業の効率化や省力化、労働力の確保等、品目が抱
える課題を解決することにより、産地のリノベーションを
推進し、もうかる農業を実践します。＜農林＞

推進

　○産地リノベーションを実施した園芸産地における
　　生産額
　　　('17) 26億円→('22) 60億円

45億円 50億円 55億円 60億円

● 阿南・那賀地域におけるブランド品目の生産力の維持・産
地強化を図るため、産地や地域住民が主体となり「担い手
確保」と「もうかる農業」を実践する「農の里」づくりを
推進します。＜南部＞

推進

　○「農の里」づくりに取り組む地域数（累計）
　　　('17) －→('22) ４地域 1地域 2地域 3地域 4地域

● 本県農林水産業の競争力を強化し、成長産業化の実現を図
るため、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩなどの革新技術を活
用した超省力・低コスト化技術や気候変動にも対応した品
種の開発、温暖化のメリットを生かした新品目へのチャレ
ンジなどを推進するとともに、新技術導入促進に向けた情
報収集、実演会をはじめ情報提供により、現場への速やか
な普及を図ります。（再掲）＜農林＞

推進

　○若手農林漁業者への支援創設（スマート農林水産業）
　　　('19) 創設

　○農林水産物の新品種・新技術の開発・導入数（累計）
　　　('17) 12件→('22) 42件 24件 30件 36件 42件

　○スマート化技術導入経営体数（累計）
　　　('17) １０経営体→('22) ６０経営体

30
経営体

40
経営体

50
経営体

60
経営体

　○熱帯性果樹の栽培実証経営体数（累計）
　　　('17) －→('22) １０経営体

1
経営体

4
経営体

7
経営体

10
経営体

● 安全安心で持続可能性の高い農産物の認知度向上と生産・
販路拡大のため、エコ農産物、ＧＡＰ農産物、有機農産物
のエシカル農産物の認証拡大とエシカルな農業の取組みを
推進します。＜農林＞

推進

　○エシカル農産物の生産面積
　　　('17) １，４１５ha→('22) ２，１２２ha 1,505ha 1,710ha 1,915ha 2,122ha

　○エシカル農業を実践するための新制度の創設
　　　('19) 創設

● 農業生産活動に由来する環境への負荷の低減を図り、環境
に配慮したブランドを育成するため、有機農業や特別栽培
に取り組む生産者を育成・支援します。＜農林＞

推進

　○有機・特別栽培面積
　　　('17) １７６ha→('22) 200ha

185ha 190ha 195ha 200ha
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　主要事業実施工程表（3-3 世界へ雄飛！進化する徳島ブランドの展開）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 本県の特産品である、「藍」の振興を図るため、タデ藍の
栽培における収穫・出荷調整作業の省力化、農福連携によ
る生産体制の確立等、課題解決に向けた取組みを実践し、
栽培面積の拡大に努めます。＜農林＞

推進

　○タデ藍の栽培面積
　　　('17) １６ｈａ→('22) ２５ｈａ

１７ｈａ ２５ｈａ ２５ｈａ ２５ｈa

● ブランド産地化を促進するため、ほ場の整備や基幹水利施
設、農道などの農業基盤施設の整備を推進します。
＜農林＞

推進

　○国営事業による
　　基幹用水路の整備延長（累計）
　　　('17) ７３km→('22) ８２km 79km 81km 82km 82km

　○ほ場の整備面積（累計）
　　　('17) ６，８６２ha→('22) ７，１１０ha 6,930

ha
6,990
ha

7,050
ha

7,110
ha

● 水産資源の増殖を図るため、「施工時期」、「工法」等の
事前準備を行い、計画的に藻場の造成を推進します。
＜農林＞

推進

　○藻場造成箇所数（累計）
　　　('17) ２１箇所→('22) ３０箇所 26箇所 28箇所 29箇所 30箇所

● 世界にはばたく「とくしまブランド」の確立を目指し、
「重点市場における取引量の拡大」、「新たな市場の開
拓」、「輸出型園地の育成」、「物流上の技術的課題の解
決」、「輸出に取り組む人材の育成」に取り組むことによ
り、県産農林水産物の輸出拡大を図ります。＜農林＞

推進

　○農林水産物等輸出金額
　　　('17) １１．３億円→('22) ２２億円 14億円 16億円 19億円 22億円

　○「とくしまブランド海外協力店」数（累計）
　　　('17) １２店舗→('22) １９店舗 16店舗 17店舗 18店舗 19店舗

　○ハラール認証商品・サービス数（累計）
　　　('17) 147商品・サービス
　　　→('22) 195商品・サービス

165商品
･ｻｰﾋﾞｽ

175商品
･ｻｰﾋﾞｽ

185商品
･ｻｰﾋﾞｽ

195商品
･ｻｰﾋﾞｽ

　○「とくしまブランド」輸出に取り組む事業者数
　　（累計）
　　　('17) －→('22) ７０事業者

55
事業者

60
事業者

65
事業者

70
事業者

● 経済のグローバル化に柔軟かつ適切に対応し、本県畜産業
の持続的発展を図るため、国内外から評価される安全安心
な本県畜産物の輸出促進に向け、農場ＨＡＣＣＰ、ＪＧＡ
Ｐ家畜・畜産物等の認証取得を推進します。（再掲）＜農
林＞

推進

　○農場ＨＡＣＣＰ等認証取得件数（累計）
　　　('17) ６件→('22) １２件 9件 10件 11件 12件

● 成長著しい東アジアなどへの原木や付加価値の高い製品輸
出を拡大するため、構造材だけでなく内装材や建具、集合
住宅など輸出相手国の住環境に応じた県産木造住宅と大工
等の技術者をセットで輸出することにより、県産材の輸出
を促進します。＜農林＞

推進

　○県産材の海外輸出額
　　　('17) 100百万円→('22) 170百万円 120

百万円
135
百万円

150
百万円

170
百万円

○農林水産物等輸出金額 ２２億円

４ 農林水産物の海外展開の加速

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-3 世界へ雄飛！進化する徳島ブランドの展開）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 丹生谷地域において、「ＧＩ・木頭ゆず」を原料とした新
たな視点での商品開発や販路を開拓するため、６次産業化
を推進します。＜南部＞

推進

　○新商品開発数（累計）
   　　('17) －→('22) １０商品 4商品 6商品 8商品 10商品

● 人材の育成・確保を図るため、幅広い年代や技術力に合わ
せた人材育成戦略を展開するとともに、「林業経営体」の
育成を推進し、県産材の生産量を拡大します。＜農林＞

推進

　○県産材の生産量（再掲）
　　　('17) 37.5万㎥→('22) 56.3万㎥ 45.0万m3 48.0万m3 51.0万m3 56.3万m3

　○経営委託が可能な「林業経営体」登録数（累計）
　　　('17) －→('22) 25経営体

5
経営体

10
経営体

15
経営体

25
経営体

● 主伐が主となる素材生産現場における重大な労働災害の発
生を防止するため、VR等を活用した労災疑似体験やGPS
システムの構築により重大災害の発生を抑えます。
＜農林＞

推進

　○VRを活用した労働安全研修の実施
　　　('20) 実施

　○林業位置情報システムの構築
　　　('22) 構築

● 効率的かつ安全な主伐を実施するため、団地化や本県の急
峻な地形に適した「主伐生産システム」の導入など生産基
盤の整備を図ります。＜農林＞

推進

　○本県地形に適した「主伐生産システム」の導入数
　　（累計）
　　　('17) ３セット→('22) ７セット

4ｾｯﾄ 5ｾｯﾄ 6ｾｯﾄ 7ｾｯﾄ

　○林内路網開設延長（累計）
　　　('17) 7,567km→('22) 8,310km

7780km 7950km 8130km 8310km

● 県西部圏域（にし阿波）において木材生産及び造林面積を
拡大し持続的な循環型林業を確立するため、「にし阿波循
環型林業支援機構」と連携し、伐採後の造林を推進しま
す。＜西部＞

推進

　○「にし阿波循環型林業支援機構」の
　　支援による造林面積
　　　('17) 年間54ha＊→('19) ～('22) 年間60ha以上
　　　＊過去3年平均

60ha 60ha 60ha 60ha

● 県内木材需要の拡大を図るため、「徳島県県産材利用促進
条例」に基づき、県産材の利用拡大や新用途の開発、さら
には幅広い世代の方々に木材利用の意義、木材に関する知
識などを知ってもらう「木育」を推進し、県民総ぐるみの
木づかい運動を展開します。＜農林＞

推進

　○木育拠点施設の開設
　　　('21) 開設

　○県内の県産木材消費量
　　　('17) １３．８万㎥→('22) １８．３万㎥ 15.6

万㎥
16.5
万㎥

17.4
万㎥

18.3
万㎥

○県産材の生産量 56.3万㎥

５ 「林業プロジェクト」の展開

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-3 世界へ雄飛！進化する徳島ブランドの展開）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 木製ガードレール等の整備・修繕を進め、県産木材の利用
促進を図ります。＜県土＞ 推進

● 県外の工務店・設計士、また大消費地の自治体・企業との
連携を進め、大消費地への販路拡大に向け、展示商談会の
開催やオンラインメディア等を利用した販売促進活動を展
開し、県外出荷量を拡大します。＜農林＞

展開

　○県産材の県外出荷量
　　　('17) ２５．４万㎥→('22) ３０．６万㎥ 26.9

万㎥
27.8
万㎥

29.7
万㎥

30.6
万㎥

● 県産材を活用した木造住宅を普及するため、消費者への情
報提供に取り組むとともに、供給側と需要側が参加する協
議会等の活動を通じて相互の情報共有及び人材の育成を推
進します。＜県土＞

推進

● 県内企業の海外展開・販路拡大を促進するため、新たにワ
ンストップ相談窓口を設置するとともに、国際ビジネスの
即戦力となる人材育成、商談会開催や海外見本市への支援
等を通じたビジネスチャンスの創出により、県内企業のグ
ローバル展開を支援します。＜商工＞

実施

　○徳島県の輸出額
　　（徳島県貿易・国際事業実態調査、中小企業分）
　　  ('16) １７５億円→('22) ２４９億円 212億円 224億円 236億円 249億円

　○徳島県の輸出企業数
　　（徳島県貿易・国際事業実態調査、中小企業分）
　　　('16) １１６社→('22) １４５社 133社 137社 141社 145社

　○ＥＰＡ加盟国を対象にした商談会
　　　('19) ～('22) 開催

　○海外食品フェア・機械金属見本市
　　　('19) ～('22) 開催

　○「海外展開支援プラットフォーム（仮称）」の構築
　　　('19) 構築

● 国内外における県産品の認知度向上や販路拡大を図るた
め、「市場調査」、「商品開発」、「情報発信」、「販路
拡大・販売促進」等を柱とした「とくしま県産品振興戦略
（第３期）」に基づき、新たな視点での商品開発や各種
フェアの開催、見本市への出展など戦略的に施策を推進
し、県産品の売り上げ向上に取り組みます。＜商工＞

推進

　○県がサポートする県外・海外商談会及びフェア
　　における成約・売上額
　　　('17) ３．９億円→('22) ６．４億円 4.8億円 5.3億円 5.8億円 6.4億円

● 自由貿易圏の拡大を好機と捉え，県内企業の海外販路開
拓・海外展開を支援するため、東アジア・東南アジアを重
点エリアと定め、上海事務所を前線基地として活用し、商
談機会の拡大や海外企業と本県企業との交流を推進しま
す。＜商工＞

推進

　○商談会・フェア等延べ参加企業数
　　　('17)  １０１社 →('22) １２１社 109社 113社 117社 121社

○徳島県の輸出額（徳島県貿易・国際事業実態調査、中小企業分）

２４９億円

６ 県内企業の海外展開支援

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-3 世界へ雄飛！進化する徳島ブランドの展開）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 大都市圏等でのフォーラムや外国語版ホームページに加
え、補助金制度などの情報発信などを積極的に行うととも
に、関係機関と緊密に連携し、独自の優れた技術を持つ県
内企業とのコラボレーションによる製品開発などのシナ
ジー効果が期待される外資系企業による県内への投資促進
に取り組みます。＜商工＞

促進

　○外資系企業の立地数（累計）
　　　('17) －→('22) １件 1件
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● 国際性豊かな児童生徒を育むため、日本人としてのアイデ
ンティティの確立や英語教育の充実を図るとともに、外国
人との交流や体験活動の機会の提供及び海外留学の支援に
より、異文化理解やコミュニケーション能力の育成などを
推進します。＜教育＞

推進

　○小学生の英語体験活動の年間参加者数（累計）
　　　('17) ３７１人→('22) ９９５人 590人 725人 860人 995人

　○小学校３、４年生対象「親子で学ぶわくわくイング
　　リッシュデイ」の創設
　　　('19) 創設

　○中学生の留学、英語体験宿泊活動の年間参加者数
　　（累計）
　　　('17) １３６人→('22) ４８０人

270人 340人 410人 480人

　○高校生の留学（疑似留学体験、海外語学研修を
　　含む）者数（7日以上）
　　　('17) １７４人→('22) ２４０人

180人 200人 220人 240人

● 社会の諸課題に挑戦する高い志を持ち、社会の作り手とし
て各分野を牽引する人材を育成するために、教科や学問分
野について探究する合宿、社会や学校における課題解決を
図る会議等を行い、学校の枠を超えて切磋琢磨することを
通し、「ネクスト・リーダー」の育成を図ります＜教育＞

推進

　○主要大学（スーパーグローバル大学）進学者数
　　　('17) ２９０人→('19) ～('22) 毎年３４０人 340人 340人 340人 340人

　○東京大学、京都大学進学者数
　　　('17) ２８人→('19) ～('22) 毎年４４人 44人 44人 44人 44人

 ● 学校へ日本語講師を派遣したり、研修会を開催したりする
ことにより、帰国・外国人児童生徒に対する教育を推進し
ます。＜教育＞

推進

　○日本語講師派遣申請者に対する派遣充足率
　　　('17) １００％→('22) １００％ １00％ 100％ １00％ １00％

● 併設型中高一貫教育校である城ノ内中学・高校を、本県初
の中等教育学校へ移行し、学力分野のリーディングハイス
クールの効果を最大限に発揮する教育を推進します。
＜教育＞

推進

　○本県初の中等教育学校の開校
　　　('20) 開校

● 徳島商業高校と「カンボジア－日本友好学園」との交流を
継続・深化させ、フェアトレード商品の共同開発の拡充に
取り組み、高校生による「国際貢献モデル」を確立しま
す。＜教育＞

推進

ターゲット３　「発展とくしま・革新創造」の実装　

【重点戦略４】

世界スタンダード！徳島未来教育の創造

　主要事業実施工程表（3-4 世界スタンダード！徳島未来教育の創造）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○高校生の留学（疑似留学体験、海外語学研修を含む）者数

（7日以上） ２４０人

１ グローバル人材の育成

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-4 世界スタンダード！徳島未来教育の創造）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 2019年度に策定する新たな教育大綱のもと、知事と教育
委員で構成する「総合教育会議」において、本県教育の目
指すべき方向性や教育課題について議論を重ね、「徳島な
らでは」の創意工夫を凝らした教育を実践します。
また、一貫した学習環境の下で学ぶ機会を選択できる中高
一貫教育のさらなる充実とともに、人口減少社会に対応し
た新しい教育として、小規模化する学校を教育資源や地域
の社会教育施設等を相互に活用することにより、多様な学
びを保障する「新しい小中一貫教育（徳島モデル）」とし
て県内に普及を図るなど、地域の特性を活かした新たな教
育モデルの実践に取り組みます。＜政策・教育＞

推進

　○新たな教育大綱の策定・推進
　　　('19) 策定

　○学校分散型「チェーンスクール」実施地域数
　　（累計）
　　　('17) ６地域→('22) ９地域

7地域 8地域 8地域 9地域

　○学校一体型「パッケージスクール」実施地域数
　　（累計）
　　　('17) ２地域→('22) ４地域

3地域 3地域 4地域 4地域

● 子供の学びの連続性を踏まえ、教育の質の向上を図るた
め、小・中学校間における教員の安定した人事交流を推進
します。
また、グローバル人材の育成に向け、新しい教育課程に対
応した英語教育の充実を図るため、小学校英語専科教員の
配置を推進するとともに、小・中・高・特別支援学校の教
員を対象に、英語教育充実のための研修を推進します。特
に、小学校の教科化を踏まえ、小学校教員の受講者数を拡
大します。＜教育＞

推進

　○小・中学校間における教員の安定した人事交流の推進
　　　('17) １８人→('22) １８人 18人 18人 18人 18人

　○小学校英語専科教員の配置
　　　('17) １０人→('22) １６人 14人 16人 16人 16人

　○英語教育充実のための研修における
　　小学校教員の受講者数（累計）
　　　('17) 436人→('22) １,５８０人 830人 1080人 1330人 1580人

● 生徒の社会的・職業的自立に向けた基礎的な能力の向上や
勤労観・職業観の育成を図るため、インターンシップや資
格取得を促進するなど、県下全域におけるキャリア教育を
推進します。＜教育＞

推進

　○高校におけるインターンシップの実施率
　　（全日制・定時制）
　　　('17) ９７．６％→('19) ～('22) １００％ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

● 小・中・高等学校のそれぞれの段階において、政治や選挙
に関する理解と参加意識を高めるとともに、模擬選挙など
の体験的学習を実施することにより、社会に参加し、自ら
考え、自ら判断する主権者を育成する教育の充実を図りま
す。同時に、保護者をはじめとする子育て世代に対する広
報も実施します。＜政策・教育＞

推進

○高校におけるインターンシップの実施率（全日制・定時制）

１００％

２ 徳島ならではの教育の振興

主要指標
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2019 2020 2021 2022

　主要事業実施工程表（3-4 世界スタンダード！徳島未来教育の創造）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 自らの消費行動が人や社会・環境に与える影響について理
解し、持続可能な社会の実現に向けて、他者と協働して行
動することができる力を育成するため、「徳島ならでは」
の社会を創る消費者教育を推進します。（再掲）＜教育＞

推進

　○公立高校における「エシカルクラブ」設置率
　　　('17) ３３％→('19) ～('22) １００％ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

● テレビ会議システム等のＩＣＴを活用した、公立学校での
遠隔指導・授業や交流学習、研修、会議等を推進します。
＜教育＞

推進

　○高校での双方向遠隔授業・講座の実施回数
　　　('17) １５回→('22) ２８回 22回 24回 26回 28回

● タブレット端末等を取り入れた指導ができるよう、教職員
のＩＣＴ活用指導力の向上を目指します。＜教育＞ 推進

　○ＩＣＴを活用した授業実践の研修受講者数
　　　('17) ４００人→('22) ４４０人 410人 420人 430人 440人

● ビッグデータを活用したe-learning等のＩＣＴによる個に
応じた学習を推進し、学習活動の充実を図ります。
（再掲）＜教育＞

推進

　○ビッグデータ実証事業における活用者数
　　　('17) １４０人→('22) ６００人 400人 460人 530人 600人

● 児童生徒の様々な悩みを受け止めることができる環境づく
りのため、スクールカウンセラーの配置拡充や、スクール
ソーシャルワーカーの増員等を図ります。また、いじめ問
題を自分のこととして考え、問題解決に向け主体的に取り
組み、いじめのない学校づくりに向けた態度と実践力を育
成するため、「いじめ防止子ども委員会」を設置します。
＜教育＞

推進

　○スクールカウンセラーの配置校数（拠点校）
　　　('17) ７８校→('22) ８３校 ８０校 ８１校 ８２校 ８３校

　○スクールソーシャルワーカー配置数（再掲）
　　　('17) ２２人→('22) ２４人 23人 23 人 24人 24人

　○いじめ防止子ども委員会
　　　('17) －→('20) 全校設置

● 農工商教育の活性化を図るため、第２期「徳島県農工商教
育活性化方針」を策定し、高校における農工商教育の活性
化に取り組むとともに、農工商が連携し、徳島ならではの
地域資源を十分に生かした６次産業化教育を推進します。
＜教育＞

推進

　○６次産業化商品のプロデュース数（累計）
　　　('17) ７件→('22) ２２件 13件 16件 19件 22件

● 産業技術の進展や企業が求める人材の育成を図るため、産
業界や大学と連携し、専門教育の充実に取り組むととも
に、高校生の活動を広く県民にアピールします。＜教育＞

推進

　○高校生産業教育展における来場者数
          ('17) １，８５０人→('22) ２，１００人 1,950人 2,000人 2,050人 2,100人
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2019 2020 2021 2022

　主要事業実施工程表（3-4 世界スタンダード！徳島未来教育の創造）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● すべての学校・園に学力向上検討委員会を設置し、学力向
上推進員を中心に児童生徒の学力向上を図るとともに、各
学校の取組みを情報発信します。＜教育＞

全国
平均
正答率
以上

　○「全国学力・学習状況調査」における
　　県平均正答率
　　　('19) ～('22) 調査で対象となっている
　　　　国語・算数（数学）で全国平均正答率以上

● 子どもの読書活動推進計画に基づき、子どもの主体的な読
書活動を促すために、書評合戦（ビブリオバトル）を校種
別に実施し、読書の喜びを体感させるとともに、学校図書
館と家庭・地域及び各市町立図書館との連携、地域の図書
館ボランティアの活用など読書環境の整備強化を図りま
す。＜教育＞

推進

　○一日１０分以上読書（新聞等を含む）をする
　児童生徒の割合
　小５ ('17) ８９％→('22) ９４％
　中２ ('17) ７９％→('22) ８９％

91%
86%

92%
87%

93%
88%

94%
89%

● 子供の学習意欲や確かな学力の向上につなげるとともに、
中学生の主体的な進路選択に資するよう、公立高校普通科
の通学区域制の在り方を見直します。＜教育＞

推進

　○普通科高校の通学区域制の在り方の見直し
　　　('19) 見直し・('20) 一部先行実施・('21) 実施

● 県立夜間中学を設置することにより、学び直しを必要とす
る者や外国籍の者など学校における就学の機会の提供を希
望する者に対し義務教育の段階における普通教育に相当す
る教育の機会の確保を図ります。（再掲）＜教育＞

推進

　○全国初の県立夜間中学の開校
　　　('21) 開校

● 「徳島県幼児教育振興アクションプランⅡ」により、幼児
の生活の連続性及び発達や学びの連続性を踏まえた幼児教
育の充実を図ります。また、幼稚園・保育所・認定こども
園・家庭・地域・行政等が連携し、幼保合同の教員研修や
行事の実施など総合的な幼児教育の展開を図ります。
＜教育＞

促進

○「全国学力・学習状況調査」における県平均正答率

国語・算数（数学）で全国平均正答率以上

３ 充実した学びの推進

主要指標
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2019 2020 2021 2022

　主要事業実施工程表（3-4 世界スタンダード！徳島未来教育の創造）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 児童生徒の実態把握をもとに、学校・家庭・地域が連携し
た取組みを実施し、児童生徒の体力向上を図ります。
また、「元気なあわっ子憲章」のもと、子供たちが健康に
ついて学び、自ら考え、実践できるよう、学校・家庭・地
域・専門機関等が連携して取り組みます。特に、子供たち
の望ましい生活習慣の定着を図るため、すべての小中高校
で生活習慣改善計画を策定し、実践に取り組むことによ
り、肥満予防・肥満対策、生活習慣病予防対策を推進しま
す。さらに、朝食摂取や生活習慣病予防など、発達段階に
応じた望ましい食習慣の形成に向けた取組みとともに、飲
酒・喫煙・薬物乱用に対する正しい知識理解を深め、望ま
しい行動選択ができる子どもの育成を目指します。
＜教育＞

推進

　○「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果に
　　おいて全国平均を上回る種目数
　　　('17) １１種目→('19) ～('22) 毎年１７種目 １７種目 １７種目 １７種目 １７種目

　○全ての公立学校児童生徒の学校保健情報を電子化
　　　('17) -→('22) 運用

　○肥満傾向の児童生徒数（小中学校）（再掲）
　　　('17) 4,979人→('22) 2017年度比６％減 1.5%減 3%減 4.5%減 6%減

　○小中学校への栄養教諭の配置人数（再掲）
　　　('17) 57人→('22) 64人 61人 62人 63人 64人

　○栄養教諭・学校栄養職員による食に関する授業を
　　半分以上の学年で実施する小･中学校の割合
　　　('17) １０0％→('19) ～('22) １００％
  

100% 100% 100% 100%

　○薬物乱用防止教室を開催する中・高等学校の割合
　　　('17) １００％→('19) ～('22) １００％ 100% 100% 100% 100%

● 児童生徒が目標を持って運動に取り組むことができるよ
う、楽しみながら児童生徒の運動習慣の確立を図ります。
＜教育＞

推進

　○小・中学生のＩＣＴを活用した手軽にできる
　　運動のランキング判定システムの参加グループ数
　　　('17) ３,５３５グループ→('22) ４,０００グループ 3,700

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
3,800
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

3,900
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

4,000
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

● 牟岐少年自然の家を活用し、地域住民の参画を得て、地域
の自然や文化活動を活かした自然体験、交流体験、食育等
を推進します。＜教育＞

推進

　○牟岐少年自然の家を拠点とし、地元住民との交流を
　　含む自然体験・交流体験等への参加者数
　　　('17) ８００人→('19) ～('22) 年間９００人 900人 900人 900人 900人

● 道徳教育の充実に引き続き取り組むとともに、家族と一緒
に話し合うなど家庭や地域と連携して道徳教育を推進しま
す。＜教育＞

推進

○「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果において

全国平均を上回る種目数 毎年１７種目

４ 豊かな心と健やかな体の育成

主要指標
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2019 2020 2021 2022

　主要事業実施工程表（3-4 世界スタンダード！徳島未来教育の創造）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 「地域の教育・文化の創造拠点」として、全国そして世界
を目指す学校独自に企画した徳島ならではの取組みや研究
活動を展開することにより、特色ある教育活動のレベル
アップとグローバル人材の育成を図ります。＜教育＞

推進

　○「スーパーオンリーワンハイスクール事業」
　　実施校のうち、各分野の全国大会・コンクールでの
　　入賞数
　　　('17) ３事例→('19) ～('22) 年間３事例

3事例 3事例 3事例 3事例

● 公立学校に「コミュニティ・スクール」を導入するため
に、県内外の好事例を発信し、地域に開かれた学校づくり
を進めます。＜教育＞

推進

　○「コミュニティ・スクール」を導入した学校数
　　（累計）
　　　('17) １６校→('22) ２０校

18校 18校 20校 20校

● 子供たちが、放課後や土曜日、休日等における多様な学習
や体験活動及び地域住民との交流活動等を行う豊かな環境
づくりを推進します。＜教育＞

推進

　○放課後や週末等における教育・体験活動の実施率
　　　('17) ７５％→('22) １００％ 90% 95% 100% 100%

● 地域の小・中学校区で、読み聞かせや昔遊びなどの教育支
援活動、登下校の見守り、学校施設の環境整備などを行う
団体を、｢学校サポーターズクラブ｣として認証し、学校支
援の体制づくりを推進します。＜教育＞

推進

　○学校サポーターズクラブの登録数
　　　('17) ８９団体→('22) １１３団体 98団体 103団体 108団体 113団体

● 地域住民の積極的な参加による防犯・交通安全・防災の総
合的な学校安全ボランティア活動の支援を行い、幼児・児
童生徒の安全確保を図る取組みを継続的に推進します。
＜教育＞

推進

　○学校安全ボランティア（スクールガード）数
　　　('17) １４，４７３人→('22) １２，０００人以上 12,000

人
12,000
人

12,000
人

12,000
人

　○小学校の通学路における危険箇所の点検の実施率
　　　('17) １００％→('19) ～('22) １００％ 100% 100% 100% 100%

● 通学路等における児童・生徒の安全対策を推進するため、
「子ども１１０番の家及び車」の支援、「自主防犯活動用
自動車（青色回転灯装着車）」を活用したパトロール実施
団体などのボランティアと連携し､子ども見守り活動を強化
します。＜警察＞

推進

○「スーパーオンリーワンハイスクール事業」実施校のうち、

各分野の全国大会・コンクールでの入賞数 年間３事例

５ 地域に開かれた学校づくり

主要指標

155



2019 2020 2021 2022

　主要事業実施工程表（3-4 世界スタンダード！徳島未来教育の創造）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 障がいのある子供とない子供が、共に学ぶインクルーシブ
教育システムにおける多様な学びの場の充実を図るため、
ポジティブな行動支援に取り組むことにより，県下全域に
おけるきめ細かな特別支援教育の充実を図ります。
＜教育＞

推進

　○「ポジティブな行動支援」に取り組んだ園・学校の
　　割合
　　　('17) －→('22) 1００％

40% 60% 80% 100%

● 教員が幼児・児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた適
切な指導や必要な支援ができるようにするため、研修内容
の充実を図ることにより、専門性の向上に取り組みます。
＜教育＞

推進

　○特別支援教育に関するe-ラーニング研修システム
　　への年間延べアクセス数
　　　('17) ６，２７１件－→('22) ６，８００件 6,200件 6,400件 6,600件 6,800件

● 特別支援学校生徒の働きたい想いを実現するため、生徒の
職業技能や就労意欲の向上・企業の障がい者雇用への理解
を推進することにより、さらなる就労支援の充実に取り組
みます。＜教育＞

推進

　○県立特別支援学校高等部卒業生のうち、
　　就職を希望する生徒の就職率
　　　('17) １００％→('22) 1００％ 100% 100% 100% 100%

● 高等学校において、将来の社会的自立に向けた新たな学習
内容を取り入れた教育（自立活動）を推進します。
＜教育＞

推進

● 小学部から高等部までの一貫したキャリア教育の充実を図
るため、早期からの社会体験学習の導入や、身に付けた職
業技能を生かした地域振興・地域貢献に関する活動に取り
組みます。＜教育＞

推進

　○地域振興等の活動に取り組んだ特別支援学校数
　　　('17) ５校→('22) １１校

8校 9校 10校 11校

● 特別支援学校（肢体不自由）の生徒の社会的・職業的自立
を図るため、テレワークによる就労体験を導入し、新たな
就労モデルの構築を推進します。（再掲）＜教育＞

推進

　○テレワーク就労体験に取り組む県立特別支援学校
　　（肢体不自由）数
　　　('17) －→('19) ３校

3校 3校 3校 3校

● 高等教育の充実・発展や地域の活性化を図るため、「とく
しま産学官連携プラットフォーム」を核として、地域で必
要とされる人材の育成や、県内の課題解決につながる実践
的な取組みを推進します。（再掲）＜政策＞

推進

　○プラットフォームを核として実施する事業数
　　　('17) －→('19) ～('22) 年間８件 8件 8件 8件 8件

○若者の対話の場への参加者数（累計） １，０００人

７ 未来を創る若者の育成

主要指標

○県立特別支援学校高等部卒業生のうち、就職を希望する

生徒の就職率 １００％

６ 特別支援教育の推進

主要指標
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2019 2020 2021 2022

　主要事業実施工程表（3-4 世界スタンダード！徳島未来教育の創造）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 高校生等を対象に、地域の有識者を交えた対話集会を開催
することにより、県政の最新情報を発信するとともに、
「徳島の現在・未来」について考える機会を創出し、若者
意見の県政への反映に取り組みます。＜政策＞

推進

● 地方創生の若手リーダーを育成するため，若者が様々な立
場の人と未来志向で対話する場を提供します。＜県民＞ 推進

　○若者の対話の場への参加者数（累計）
    　  ('17) 480人→('22) 1,000人 600人 700人 800人 1,000人

● 若者の政策・方針決定過程への参画を促進するため，県審
議会等委員への登用を進めます。＜県民＞ 推進

　○「県審議会等委員に占める若者（４０歳未満）」
　　の割合
　　　('17) 11.2%→('22) 15%

12% 13% 14% 15%

● 青少年が様々な活動に主体的に参加する機会や、活動を支
援する人々との交流の場を提供し、青少年リーダーや指導
者を育成します。＜県民＞

推進

● 青少年の健全育成につながる様々な青少年活動の拠点とし
て「徳島県青少年センター」の機能を発揮させるため、青
少年のニーズやライフスタイルの多様化に対応した魅力的
な管理運営を行い、更なる利用を促進します。＜県民＞

推進

　○徳島県青少年センター利用者数
   　　('17) 206,729人→('19) ～('22) 年間23万人 23万人 23万人 23万人 23万人
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● 中小企業の販路開拓を支援するため、企業への積極的な情
報提供を行い、県内のみならず、関西広域やアジアをはじ
めとする海外市場での展示商談会での取引支援を通じて、
ビジネスマッチングを図るとともに、下請取引の適正化に
も取り組みます。＜商工＞

支援

　○取引成立額
　　　('17) 202百万円→('19) ～('22) 年間220百万円 220

百万円
220
百万円

220
百万円

220
百万円

● ＬＥＤや藍をはじめ地域資源を活用した新製品開発などの
先進的な取組みを支援するため、「とくしま経済飛躍ファ
ンド」を活用することにより、地域経済の活性化を促進し
ます。＜商工＞

推進

　○とくしま経済飛躍ファンドにより
　　支援した製品の売上額（累計）
　　　('17) 6,717百万円→('22) 9,100百万円 8,500

百万円
8,700
百万円

8,900
百万円

9,100
百万円

● 県内中小企業者の資金繰りの円滑化を推進するため、民間
金融機関等との適切な連携のもとで、低金利・低保証料の
融資制度の充実・強化を図ります。＜商工＞

充実・
強化

　○低利・低保証料の融資制度の充実・強化

● 県内企業の技術・経営資源を次世代に引き継ぐため、県内
の各支援機関等からなる事業承継ネットワークを効果的に
活用し、事業承継への意識啓発や支援を行います。
＜商工＞

推進

　○事業引継ぎ支援センター成約件数（累計）
　　　('17) ３２件→('22) ６４件

44件 50件 57件 64件

● 商工団体等「中小企業支援機関」の相互連携の促進及び機
能強化を図ることにより、中小企業・小規模企業の経営課
題に対する支援の充実や、創業促進・観光振興等の取組み
を通じた地域経済の活性化を図ります。＜商工＞

推進

● 藍製品をはじめとする伝統工芸品について、県内イベント
等における体験コーナーやスポーツとコラボレーションし
た展示の設置など、利用促進に向けて情報発信を強化する
とともに、三大都市圏をはじめとする県外及び海外での工
芸品展や見本市等への出展を積極的に支援することによ
り、伝統工芸品の販路拡大と産業の振興を図ります。
＜商工＞

推進

　○伝統的工芸品の国内外の工芸品展及び見本市出展件数
　　　('17) ２０件→('22) ２５件 22件 23件 24件 25件

　○藍産業協同組合（仮称）の設立
　　　('19) 設立

ターゲット３　「発展とくしま・革新創造」の実装　

【重点戦略５】

ポスト東京オリパラ！経済好循環へ

　主要事業実施工程表（3-5 ポスト東京オリパラ！経済好循環へ）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○とくしま経済飛躍ファンドにより支援した製品の売上額（累計）

年間９，１００百万円

１ 地域経済を牽引する企業の成長促進

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-5 ポスト東京オリパラ！経済好循環へ）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 知的創造サイクル（知的財産の創造→保護→活用）を循環
させ、本県産業の競争力を高めるため、特許等の取得・活
用を推進します。＜商工＞

推進

　○大手企業とのマッチング支援件数
　　　('17) １４件→('22) １９件 16件 17件 18件 19件

● 適正な下請契約締結や代金支払の指導及び下請債権保全支
援事業などにより下請対策を推進します。＜県土＞ 推進

● Society5.0を支える社会インフラとなる「マイナンバー
カード」の利便性を広く県民に周知するとともに、「自治
体ポイント」を県下全域に広め、利用可能店舗やサービス
の拡充を図ります。（再掲）＜政策＞

推進

　○マイナンバーカード交付率（累計）
　　　('17) ８．８％→('22) ５０％ 20％ 40％ 45％ 50％

● 県内企業の受注機会の確保等を図るため、県内のみでは公
平性を確保できないものを除き、原則、県内企業への優先
発注を推進します。＜商工＞

推進

　○県内企業への優先発注率（金額ベース）
　　　('17) ９２．１％→('22) ９３％以上 91% 92% 93% 93%

　○県内企業への優先発注率（件数ベース）
　　　('17) ９３．５％→('22) ９３％以上 91% 92% 93% 93%

● 公共事業における県内企業の受注機会の確保等を図るた
め、県内企業への優先発注、県内産資材の原則使用などの
取組みを推進します。＜県土＞

推進
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　主要事業実施工程表（3-5 ポスト東京オリパラ！経済好循環へ）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 地方創生の動きを更に加速させるため、全国屈指の光ブ
ロードバンド環境や立地優遇制度を生かし、大都市圏等か
ら、成長分野関連企業、情報通信関連産業、サテライトオ
フィス等の誘致や本社機能移転を推進し、本県経済の活性
化及び雇用機会の確保を図ります。（再掲）
＜政策・商工・南部・西部＞

推進

　○本県への本社機能誘致（累計）
　　　('17) ４社→('22) １２社 8社 9社 10社 12社

　○成長分野関連企業等の奨励指定における立地数
　　（累計）
　　　('17) ６９社→('22) １１０社

92社 98社 104社 110社

● 経済状況や企業ニーズ等に対応できるよう、柔軟に補助制
度を見直すこととし、「オーダーメイド型企業立地優　遇
制度」の効果的な活用を図ります。＜商工＞

推進

　○新たな立地支援制度の創設
     　('19) 創設

● 健康・医療関連産業の創出を図るため、これまでの産学金
官による研究開発成果を活用した製品・サービスの普及を
促進するとともに、新たな研究開発・事業化の取組みを促
進します。＜商工＞

推進

　○研究開発成果を活用した製品・サービスの売上高
　　（累計）
　　　('17) －→('22) 26億円

5億 11億 18億 26億

　○産学官による健康医療関連分野での新たな共同研究数
　　　('17) －→('22) 9件 2件 3件 5件 9件

● 長安口ダム改造により安定した水の供給を図るなど、徳島
の成長を支える社会資本整備を推進します。＜県土＞ 推進

　○長安口ダムの本体改造の促進（再掲）
　　　('17) 工事施工中→('19) 完成

　○長安口ダムの長期的堆砂対策の促進（再掲）
　　　('17) 事業着手→('22) 工事促進中

● 徳島小松島港津田地区において、「活性化計画」に基づき
「とくしま回帰先進地」としての再生に向けた取組みを推
進します。＜県土＞

推進

　○企業用地の売却率
　　　('17) －→('22) １００％（全面積） 50% 90% 100%

○成長分野関連企業等の奨励指定における立地数（累計） １１０社

２ 成長分野等における企業誘致の推進

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-5 ポスト東京オリパラ！経済好循環へ）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 産業界との連携等により、テクノスクールの訓練内容を充
実強化し、実践的な産業人材の育成を図るとともに、ドイ
ツ手工業会議所との職業訓練交流及び徳島版マイスター制
度を推進します。＜商工＞

推進

　○テクノスクール訓練生の技能照査合格率
　　　('17) 77.7%→('22) 8１.0%

78% 79% 80% 81%

　○離職者等に対する職業訓練の設定コース数
　　　('17) ３９コース→('22) ４７コース

41
コース

43
コース

45
コース

47
コース

　○技能検定受検者数
　　　('17) 1,264人→('22) 1,440人

1,330人 1,360人 1,400人 1,440人

　○技能五輪全国大会、技能グランプリ等への出場者数
　　　('17) ４人→('19) ～('22) 年間１０人

10人 10人 10人 10人

　○ドイツとの職業訓練交流における企業での実習日数
　　　('17) －→('19) ～('22) 年間３日

3日 3日 3日 3日

● 徳島県内における労働力不足の解消のため、「とくしま
ジョブステーション」や「すだちくんハローワーク」にお
いて、関係機関と連携し、若年者、中高年齢者、ＵＩＪ
ターン希望者等を対象に職業紹介や職業相談などを行いま
す。
また、プロフェッショナル人材戦略拠点において、地域金
融機関や民間人材サービス事業者等との連携を図り、企業
のニーズに応じた優秀な人材の確保に努めます。＜商工＞

実施

　○「とくしまジョブステーション」及び
　　「すだちくんハローワーク」の支援による就職率
　　　('17) ー → ('19) ～('22) ４５% 45% 45% 45% 45%

　○プロフェッショナル人材戦略拠点における成約件数
　　　('17) 28件→('19) ～('22) 年間30件

30件 30件 30件 30件

● 出産・育児等により離職せざるを得なかった女性の再就職
準備や就労を支援するため、就職に関する情報の提供やス
キルアップに向けた講座等を実施するとともに、管理職や
起業を目指す女性などを対象に、キャリアアップに向けた
セミナーや県内大学と連携した「ウーマンビジネススクー
ル」を開催します。（再掲）＜商工＞

推進

　○女性の再就職や就労を支援する
　　講座等における就業率
　　　('17) 32％→('22) 60％以上 45% 50% 55% 60%

　○「ウーマンビジネススクール」の参加者数（累計）
　　　('17) 20人→('22) ７０人 40人 50人 60人 70人

○テクノスクール訓練生の技能照査合格率 ８１．０％

３ 就労支援と職業能力開発の充実

主要指標
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　主要事業実施工程表（3-5 ポスト東京オリパラ！経済好循環へ）

  主要施策・主要事業の概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

● 多様な外国人材が集う徳島の実現のため、県内在住や定住
を希望する外国人に対する、就労支援、労働相談窓口の設
置等、きめ細かな支援体制の整備を図ります。
また、大学等の高等教育機関、産業界、県が一体となって
外国人留学生の受入れ拡大を図るとともに、留学生等を対
象とした企業説明会・マッチングフェアを開催するなど、
県内定着支援の強化を図ります。（再掲）＜政創・商工＞

充実・
実施

　○定住外国人の就労を支援する講座等における就業率
　　　('17) 24％＊→('22) 40％以上
　　　＊過去3年平均

28% 32% 36% 40%

　○すだちくんハロ－ワーク「外国人労働相談窓口」の
　　設置
　　　('20) 設置

　○県内大学等への留学生受入数
　　　('17) 399人→('22) 500人 425人 450人 475人 500人

● 若年無業者（ニート）等の就業を促進するため、「地域若
者サポートステーション」において、専門家による個別相
談等を実施するとともに、国の事業と連携した進路決定者
向けのフォローアップなどを行うほか、ひきこもり支援機
関やハローワーク等の各関係機関と連携することにより、
ネットワークを活用した支援を行います。＜商工＞

実施

　○徳島県内の地域若者サポートステーションにおける
　　新規登録者数に対する進路決定率
　　　('17) 45.7％→('22) 60.0%

54.0% 56.0% 58.0% 60.0%

● 就労意欲があるにもかかわらず就労できないひとり親家庭
の親及び子に対して、技能や資格を習得するための講習会
や自立支援プログラムの策定を実施し、就労を支援しま
す。＜県民＞

実施

　○「母子・父子自立支援プログラム」を
　　活用した就職率（再掲）
         ('17) ５６％→('19) ～('22) ５６％以上 56％ 56％ 56％ 56％

● 県内高校生等を対象に県南の基幹産業である漁業が体験で
きる講習会を開催することで、就業の機会を増やします。
＜南部＞

推進

　○漁業体験者数
         ('17) 年間２０人→('19) ～('22) 年間３０人 30人 30人 30人 30人

● 若者の入社後の早期離職（雇用のミスマッチ）を解消する
ため、小学校入学時から仕事に対する興味を抱き、成長段
階に応じて職業観を育成することを推進します。＜商工＞

推進

　○小中高等学校の職業体験校数
　　　('17) ５校→('22) ８校

５校 ６校 ７校 ８校

　○ものづくり体験イベントでの参加者数
　　　('17) 940人 →('22) 1,060人

980人 1,000人 1,030人 1,060人
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